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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

(1) 対象地域 

市町村名 京都市 

面積   827.90 km2 

人口   1,462,203 人 

世帯数  676,917 世帯 （※いずれも平成22年4月1日現在） 

 

(2) 計画期間 

 本計画は，「京都市地域循環型社会形成推進地域計画」の第1期（平成17年度から

平成22年度末）に引き続く第2期計画として策定するものであり，平成23年4月1日

から平成28年3月31日までの5年間を期間とする。また，本計画期間後については第

3期計画を策定し，継続して必要な事業を実施する予定である。 

 なお，目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ，必要な場合には計画を見

直すものとする。 

 

(3) 基本的な方向 

 京都市は，山紫水明の自然と千二百余年におよぶ悠久の歴史が，優れた伝統と文化

を育み，年間5,000万人の観光客が訪れる国際文化観光都市である。一方，他の大都

市と同様に，利便性や消費優先の社会が進み，伝統的家屋からビルへの変容，核家族

化の進行に伴う全市的な世帯数の増加などにより，廃棄物も多く発生している。 

 家庭から排出されるごみについては，有料指定袋制の導入やプラスチック製容器包

装の分別等の取組により順調に減量されているが，事業所から排出されるごみについ

ては，減量されてはいるものの，市総受入量の約六割を占めることから，その対策が

喫緊の課題となっている。 

 

 本市ではこうしたごみの現状や社会の動向を踏まえ，平成21年度に「京都市循環型

社会推進基本計画(2009-2020)」を策定した。この計画では，従来の計画を継承し

た「2R＊に重点を置いた3R＊＊」の取組の展開，ごみの適正処理及びエネルギー回収最

大化をベースとして，平成32年度のごみ量を，ピーク時（平成12年度）の半分以下に

減らすという挑戦的な目標を設定している。 

 さらに，この目標を達成するための施策をより効果的に推進するため，市民の声を

踏まえ，以下の5つの方策を「重点戦略」として掲げている。 

・京都から「ごみにならないものづくり」を発信する『１ 包装材削減推進京都モデル』 

・徹底した事業ごみの減量に向けた『２ 事業ごみの減量対策』 

・日常とは異なる場面でのエコ化を推進する『３ イベント等のエコ化の推進』 

・気軽に安心して出せる資源回収を進める『４ 多様な資源ごみの回収の仕組みづくり』 

・手付かずの資源を最大限に有効利用する『５ バイオマスの利活用』 
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 このように本市の現状から浮かび上がった課題に対応し，効率的なごみの減量を進

め，適正な廃棄物管理システムを構築するとともに，京都のまちが持つ｢市民力｣や「地

域力」を総結集して，循環型社会，低炭素社会の構築に向け世界をリードする「環境

モデル都市・京都」の実現を目指すものである。 

 

（注）＊  2R：「ごみの発生抑制（リデュース）」及び「ものの再使用（リユース）」 

   ＊＊ 3R：2Rに「再資源化（リサイクル）」を加えたもの 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

 平成21年度の一般廃棄物の排出，処理状況は図1のとおりである。 

 京都市地域での総排出量は集団回収や民間でのリサイクルも含め，643,479トンで

あり，再生利用（建設リサイクル関係を除く）される再生利用量は130,833トン，リ

サイクル率は約20.33%である。 

 市の中間処理による減量化量は432,412トンであり，民間ベースの再資源化を除い

た総受入量のおおむね8割が減量化されている。また，民間ベースの再資源化を除いた

総受入量の約15%に当たる80,234トンが埋め立てられている。 

 なお，中間処理量のうち焼却量は501,183トンである。京都市にある4箇所（平成

25年度からは東部クリーンセンターを閉鎖して3箇所（予定））の焼却施設では，温

水利用や暖房利用を行っているほか，すべての焼却施設に発電設備（平均発電効率は

約13.2%）を有している。発電電力は，場内で利用するほか，近隣のリサイクル施設

や体育館などにも供給し，さらに余った電力については民間電力会社に売却している。

平成21年度の全焼却施設の発電電力量の総計は171,200MWhであり，CO2換算で

64,714トンの排出量削減に相当し，地球温暖化防止のための温室効果ガスの削減に寄

不している。 

 さらに，循環型社会形成推進交付金を活用して整備した西部圧縮梱包施設及び横大

路学園（資源ごみ選別施設）においてプラスチック製容器包装の選別圧縮梱包を，同

じく魚アラリサイクルセンター「おさかなエコ館」（ごみ飼料化施設）において魚ア

ラの飼料原料化を行うほか，焼却灰溶融施設（平成22年度稼働予定）を整備して最終

処分量の削減及び溶融スラグの有効利用に努める等，循環型社会の形成に向けた種々

の取組を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー （平成21年度） 
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(2) 生活排水の処理の現状 

 平成21年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は次のとおりである。

生活排水処理対象人口は，全体で1,462,203人であり，水洗化人口は，1,456,408

人，汚水衛生処理率99.6％である。し尿発生量は18,187kl／年，浄化槽汚泥発生量

は，11,146kl/年であり，処理・処分量（＝収集・運搬量）は29,331kl/年である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 生活排水の処理状況フロー （平成21年度） 
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(3) 一般廃棄物等の処理の目標 

 本市が平成22年3月に策定した「京都市循環型社会推進基本計画(2009-2020)」

において，現在の生活水準を維持したままで平成32年度のごみ量をピーク時（平成12

年度）と比べて半分以下にすることとし，ごみ減量，循環型社会構築，低炭素社会構

築に向けた取組目標として表1の数値を掲げている， 

 うち，本地域計画期間中においては，表中の平成27年度（中間目標値）を目指し，

それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表1 ごみ減量，循環型社会構築，低炭素社会構築に向けた計画目標数値一覧 

年度（平成） 12 20 27 32 

基準年度比 
 項目 単位 

ごみ量 
ピーク 

基準 
年度 

中間 
目標 

最終 
目標 

＜ごみ減量に向けた取組目標＞         

ごみの総排出量 万 t ― 67 58 51 △24％ 

内
訳 

①市受入量 万 t 82 57 47 39 △32％ 

（／1 人・日） グラム 1,530 1,070 890 750 △320 

内
訳 

家庭ごみ量 万 t 35 25 21 17   

（／1 人・日） グラム 640 460 410 320 △140 
事業ごみ量 万 t 47 32 25 22   

（／1 人・日） グラム 890 610 480 430 △180 
民間資源化量 万 t ― 10 11 12   

②再生利用率 ％ ― 18% 26% 31% ＋13pts 

再生利用量 万 t ― 12 15 16   

内
訳 

民間資源化量（再掲） 万 t ― 10 11 12   

市資源化量 万 t 2 2 4 4   

③市処理処分量 万 t 80 55 44 36 △35％ 

内
訳 

処理量 万 t 76 53 44 36   

直接埋立量 万 t 3.7 1.6 0.1 0.1   

④市最終処分量 万 t 16.5 9.2 3.9 2.8 △70％ 

内
訳 

直接埋立量（再掲） 万 t 3.7 1.6 0.1 0.1   

焼却灰等埋立量 万 t 12.8 7.6 3.8 2.7   

＜循環型社会構築に向けた取組目標＞ （ 平 成 17 年 度 ）       

⑤資源生産性 万円/t ― 42 更なる向上を目指す 

＜低炭素社会構築に向けた取組目標＞         

⑥温室効果ガス排出量 万 t 24 16 16 13 △19％ 

⑦温室効果ガス削減量 万 t 1.1 2.2 1.7 2.5 14% 

⑧差引排出量＜参考＞ 万 t 23 14 14 10   

①市受入量：ごみの発生抑制・再使用といった上流対策の後，京都市が受入れているごみの量 

②再生利用量（率）：ごみの総排出量に対する再生利用量の割合（＝再生利用量／（市受入量＋民間資源化量）×100％） 

③市処理処分量：焼却量等と直接埋立量の合計で，再資源化されないごみの総量（＝焼却等処理量＋直接埋立量） 

④市最終処分量：最終的に埋め立てられている丌燃ごみや焼却灰等の総量（＝直接埋立量＋焼却灰等埋立量） 

⑤資源生産性：いかに尐ない資源で「もの」や「サービス」を生み出せるか（＝市内総生産÷天然資源等投入量） 

⑥温室効果ガス排出量：「京都市役所CO2削減アクションプラン」における事業系部門の廃棄物処理事業と関連する事

務系部門の合計値 

⑦温室効果ガス削減量：クリーンセンターでの発電による余剰電力（自家消費分を除く）から算出したもの 
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 また，最終目標達成時における一般廃棄物の処理状況フローを図3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 最終目標達成時（平成 27 年度）における一般廃棄物の処理状況フロー 
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３ 施策の内容 

 

（1）施策一覧 

 

（1-1）「京都市循環型社会推進基本計画(2009－2020)」の施策一覧 

 「京都市循環型社会推進基本計画(2009－2020)」においては，そもそもごみを出

さない 2R に重点を置いた 3R の取組の展開とごみの適正処理，エネルギー回収の最大

化を基本に，3 つの基本方針と 9 つの基本施策を設定したうえで，その目的を達成す

るために特に推進する必要がある具体的な取組内容として，以下の 41 の推進項目を掲

げている。 

 なお，施策の一覧については，別紙＜様式 3＞にも資料として添付する。 

 

基本方針 1 「そもそもごみを出さない」 

 ～しまつの心を大切にした京都流のエコスタイルな暮らしによるごみ減量の推進～ 

 

基本施策 1-（1） すぐにごみになるものを「買わない・つくらない」 

「ごみになるものを買わない」 

① ごみ減量推進会議や環境関連団体等の地域における活動と連携した「すぐにごみに

なるものを買わない，財布にも環境にもやさしい消費行動」の普及・拡大 

② 「NO！レジ袋宣言」による市民，事業者と連携した本格的なレジ袋削減の取組の

全市展開 

③ 京都サンガ F.C.やＮＰＯ等の市民団体，大学，企業などと連携したマイボトル・マイ

箸等の持参運動の全市展開 

④ 家庭から出るごみの更なる削減に向けた有料指定袋の最大容量 45 リットル袋の廃

止の検討 

「ごみになるものをつくらない」 

⑤ レジ袋削減協定のコンビニエンスストアやドラッグストアなどへの対象業種の拡

大，参加事業者の拡大による大幅なレジ袋の削減 

⑥ 「ごみになるものをつくらない・売らない」エコビジネスモデルの普及・促進 

⑦ 業種別の包装材の削減方法や削減率を定めたガイドラインの作成と徹底した指導 

⑧ 生産，流通，販売の各段階における包装材の一定量の削減を義務付ける条例の検討 

 

基本施策 1-（2） 事業所などから出るごみを減らす 

① 大規模小売店舗の出店計画時におけるごみ処理方法や資源化方法等の計画書提出

の義務化 

② チェーンストア等多量にごみを排出する事業所への減量指導範囲の拡大 

③ 業者収集ごみの透明袋制の導入 

④ 分別排出義務の明確化と収集運搬業者へのペナルティを含む指導の徹底 
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⑤ クリーンセンターにおける搬入監視の強化と分別できていない資源ごみ及び丌適

物の受入拒否の実施 

⑥ 有料指定袋制度など事業者が排出するごみの量に応じて処理料金を負担し，減量努

力が反映される仕組みづくり 

⑦ ごみの減量や再資源化を促す処理手数料の見直し 

⑧ ごみ減量等に取り組む優良事業所の表彰 

 

基本施策 1-（3） 分かりやすい情報提供と環境学習機会の拡大 

① ごみの減量方法等を分かりやすく掲載した総合環境情報誌の作成・全戸配布 

② 地域ごとのごみの排出状況等の地域特性に応じた指導・啓発の推進 

③ 子どもたちを指導する立場の先生や地域のリーダー等への理解の促進による指導

者から子どもたちへ知識を伝える環境学習の展開 

④ 業種別のきめ細かい取組方法などの事業者向けの情報提供の推進 

⑤ 大学，企業と連携した調査・研究と海外研修生の受入れなど技術提携の推進 

 

 

基本方針 2 「ごみは資源，可能な限りリサイクル」 

 ～地域の特性を活かしたごみを資源に変えるリサイクルの推進～ 

 

基本施策 2-（1） 徹底した分別によるリサイクルの推進 

家庭ごみのリサイクル 

① 使用済みてんぷら油などの回収拠点拡大やコミュニティ回収の品目拡大など既存

の資源回収の更なる充実 

② 蛍光管や在宅医療廃棄物などの家庭から出る有害・危険物の回収 

③ 排出時における丌適正ごみへのシール貼付による指導啓発の徹底 

④ 分別できていないマンションに対する分別義務の徹底と未分別ごみの受入拒否 

事業ごみのリサイクル 

⑤ 業者収集ごみの透明袋制の導入（再掲） 

⑥ オフィス町内会などの小規模事業所が連携した効率的な資源回収の促進 

⑦ 業種別のきめ細かい取組方法などの事業者向けの情報提供の推進（再掲） 

⑧ 分別排出義務の明確化と収集運搬業者へのペナルティを含む指導の徹底（再掲） 

⑨ クリーンセンターにおける搬入監視の強化と分別できていない資源ごみ及び丌適

物の受入拒否の実施（再掲） 

新たな分別に向けた国への政策提言 

⑩ 現行の容器包装リサイクル法の対象外となるプラスチック製品の再生利用に向け

た新制度の創設（国への提言） 

⑪ 拡大生産者責任をより重視した経費負担の枞組みづくり（国への提言） 

 

基本施策 2-（2） 地域力を活かした地域密着型の取組の推進 
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多様な資源回収の機会拡大 

① 土・日も開設する「より近い・より便利な」常設の回収場所の設置・拡大 

② 公共施設や民間商業施設における小型家電や携帯電話回収によるレアメタル等の

リサイクルの推進 

③ 地域ごとのごみの排出状況等の地域特性に応じた指導・啓発の推進（再掲） 

地域ぐるみの堆肥化の推進 

④ 周辺地域における農家と連携した生ごみの堆肥化による地産地消のモデル地域の

構築 

⑤ 学校や公園の落ち葉，家庭からの生ごみなどの地域単位での堆肥化の促進 

 

基本施策 2-（3） 「学生のまち，観光のまち」ならではの取組の推進 

① 学園祭や地域のイベント等のエコ化を推進することにより，次代を担う若者を中心

とした更なる環境意識の向上を図るイベントグリーン要綱の策定 

② 観光地に設置しているごみ容器への外国語やピクトグラム（絵文字）の標記 

③ 宿泊施設等と連携した宿泊者に対する分別指導の推進 

 

 

基本方針 3 「ごみは安全に処理して最大限活用」 

 ～ごみの安心・安全な適正処理とエネルギー回収の最大化による温室効果ガスの削減～ 

 

基本施策 3-（1） ごみからのエネルギー回収の最大化 

① 南部クリーンセンター第 2 工場建て替え時におけるバイオガス化施設の併設 

② 市内に存在するバイオマス資源（間伐材，剪定枝，下水汚泥など）の総合的な利活

用計画の策定とバイオガス化施設の社会実証の検討 

 

基本施策 3-（2） 環境負荷を低減するごみの適正処理 

① 現行の 4 工場体制のクリーンセンターを 3 工場とするなど，経済性に配慮した長

寿命化計画による施設の整備・運営 

② 蛍光管や在宅医療廃棄物などの家庭から出る有害・危険物の回収（再掲） 

③ ごみの焼却灰に含まれる金属の回収及びレアメタルの含有調査 

 

基本施策 3-（3） 市民の安心・安全とまちの美化の推進 

① 「京都市災害廃棄物処理計画」や対応マニュアルの点検・見直し 

② 地域住民や警察等の関係機関との連携による丌法投棄対策とまちの美化の推進 

 

 

（1-2）生活排水対策 

 家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため，合併浄化槽設置及び維持管理の普

及・啓発活動の強化を図る。
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（2）処理について 

 京都市における分別区分及び処理方法については表 3 のとおりである。 

 

（2-1）ごみの区分 

 京都市が受入れているごみはその排出源によって「家庭ごみ」と「事業ごみ」に大別

され，さらに家庭ごみは品目によって「燃やすごみ」，「資源ごみ」，「大型ごみ」に，事

業ごみは収集運搬方法や品目によって「業者収集ごみ」，「持込ごみ」に区分されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2-2）ごみ処理の考え方 

ア 家庭ごみ 

 家庭から排出されるごみ中の資源化可能物は，地域でのコミュニティ回収，店舗な

どでの拠点回収，メーカー回収及び京都市での分別収集によりそれぞれ再資源化され

ているが，現在の「燃やすごみ」には分別されていない資源ごみがまだ含まれている

ことから，更なる分別の徹底が必要である。 

 また，レアメタルや未利用の資源化可能物等に係る新たな分別を検討するとともに，

燃 や す ご み： 

 次項の資源ごみや大型ごみを除くごみ 

事業ごみ〔事業活動から排出されるごみのうち，産業廃棄物を除くごみ〕 

大 型 ご み： 

 家具や寝具，電気器具（ただし，エアコン，テレビ，冷蔵庫・冷凍庫，洗濯

機・乾燥機，パソコンを除く。）などの大型のごみ 

資 源 ご み： 

（市定期収集）プラスチック製容器包装，缶びんペットボトル，小型金属類， 

（拠点回収）紙パック，乾電池，蛍光管，使用済みてんぷら油等 

持 込 ご み： 

 市民，事業者がクリーンセンターに直接持ち込むごみ 

業者収集ごみ： 

 一般廃棄物収集運搬業許可業者によって，収集運搬されるごみ 

＜市受入ごみ＞ 

家庭ごみ〔家庭での日常生活から排出されるごみ全部の総称〕 
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ごみ発電とバイオガス化の併用によりエネルギー回収の最大化と温室効果ガス排出

の最小化を目指す。 

イ 事業ごみ 

 事業ごみの資源・エネルギー回収の現状を見ると，大規模な事業者では分別・リサ

イクルが進んでいるが，比較的小規模な事業者ではまだ改善の余地があり，資源化可

能物が京都市のクリーンセンターで焼却されている傾向にある。 

 事業所から出るごみの分別排出と分別収集を徹底していただき，生ごみ，紙類など

の資源化可能物については民間資源化施設へ誘導する又は京都市施設の処理能力を

考慮したうえで一部受入れを検討するなど，更なる再資源化を推進する。 

 クリーンセンターに持込まれている資源化可能物の再資源化を図るため，産業廃棄

物などの受入禁止を徹底し民間資源化施設への誘導を図る。ただし，火事場の燃えが

らや灰などは京都市で処理する。 

 

（2-3）生活排水処理の現状と今後 

 生活排水処理については，平成19年度より「北部地域等総合下水処理対策」によ

り，さらなる下水道の整備が進められており，その他の下水道及び農業集落排水処

理施設が整備されていない人口散在地域等にて，引き続き，合併浄化槽の整備を進

めていく。 

 

 

 

 

 



 

  

1
2

 / 1
5

 

表 3 京都市地域の家庭ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 （平成 21 年度及び平成 27 年度） 

現状（平成 21 年度）  今後目標（平成 27 年度） 

京都市の分別区分 処理方法 
処理施設

等 

処理量 
京都市の分別区分 処理方法 

処理施設

等 

処理見込量 

（トン） （トン） 

市
定
期
収
集 

燃やすごみ 焼
却 

熱回収（発電）→埋立・

リサイクル 
市施設 

213,319 

市
定
期
収
集 

燃やすごみ 焼
却 

熱回収（発電）→埋立・リ

サイクル 
市施設 

183,380 

その他ごみ（供物等） 1,836 その他ごみ（供物等） 1,824 

プラスチック製容器

包装 

リ
サ
イ
ク
ル
・
リ
ユ
ー
ス 

選別→圧縮→指定法人委

託 
市施設 9,583 

プラスチック製容器

包装 

リ
サ
イ
ク
ル
・
リ
ユ
ー
ス 

選別→圧縮→指定法人委託 市施設 11,525 

アルミ 
缶
・
び
ん
・
ペ
ッ
ト 

選別→圧縮→売却 

市施設 13,444 

アルミ 
缶
・
び
ん
・
ペ
ッ
ト 

選別→圧縮→売却 

市施設 11,702 

スチール 選別→圧縮→売却 スチール 選別→圧縮→売却 

無色ガラス 選別→売却 無色ガラス 選別→売却 

茶色ガラス 選別→売却 茶色ガラス 選別→売却 

その他色ガラス 選別→指定法人委託 その他色ガラス 選別→指定法人委託 

ペットボトル 選別→圧縮→指定法人委

託 

ペットボトル 選別→圧縮→指定法人委託 

小型金属 選別→売却 市施設 219 小型金属 選別→売却 市施設 180 

拠
点
回
収 

紙パック 売却 売却 95 

拠
点
回
収 

紙パック 売却 売却 128 

乾電池 選別→焙焼→解砕 処理委託 62 乾電池 選別→焙焼→解砕 処理委託 81 

蛍光管 選別→再資源化 処理委託 34 蛍光管 選別→再資源化 処理委託 38 

廃食用油 精製→使用 市施設 170 廃食用油 精製→使用 市施設 143 

リユースびん 洗浄→再使用 処理委託 67 リユースびん 洗浄→再使用 処理委託 207 

大型ごみ 
複
合 

破砕→売却・焼却→埋

立・リサイクル 
市施設 4,675 大型ごみ 

複
合 

破砕→売却・焼却→灰溶融

→埋立・リサイクル 
市施設 4,582 

※生ごみ分別実験 約 67t を含まず 

 

 

 

 

 

 

 

 

分別区分 処理方法 処理施設等 

（
分
別
検
討
） 

商品プラスチック リ
サ
イ
ク
ル 

（今後，新たに分別を検討） 

剪定枝など 

有害・危険物 

小型家電 

不燃物（ガラス，陶磁器，金属など） 埋立 
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(3) 処理施設等の整備 

 

ア 廃棄物処理施設 

 本計画期間中に整備を進めるごみ処理施設を表4に示す。 

 

表4 整備する処理施設 

事業番号 整備施設種類 事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 

６ 
高効率原燃料

回収施設 

京都市南部

クリーンセ

ンター第二

工場建て替

え整備事業

（※注 1） 

約 60t/日 
京都市伏見

区横大路八

反田29番地

（市有地） 

H25～H30 

（※注2） 

７ 
高効率原燃料

回収施設 
約 500t/日 

H19～H30 

（※注3） 

８ 
リサイクルセ

ンター 
約 180t/日 H25～H30 

※注1：効率的な運営管理を行うため複合化した施設として整備する 

※注2：平成17年度から計画支援事業に着手済み 

※注3：平成19年度から熱回収施設に係る特別高圧受変電設備を先行整備済み。以降は高

効率原燃料回収施設として整備する 

（整備理由） 

 事業番号６～８：「京都市循環型社会推進基本計画（2009-2020）」（平成

22年3月策定）に基づき，必要なごみ処理能力を確保するため。

また，ごみの持つエネルギーを最大限回収し，環境負荷の低減，

地球温暖化の防止に寄不する施設とするため，高効率なごみ発

電やバイオガス化施設の併設等を行うものである。 

 なお，本市現有処理施設の概要を添付資料4に示す。 

 

イ 合併浄化槽の整備 

 合併浄化槽の整備については，表5のとおり行う。 

 

表5 合併処理浄化槽への移行計画 

事業 
直近の整備済基数（基） 

(平成21年度) 

整備計画基数 

(基) 

整備計画

人口(人) 
事業期間 

浄化槽設置整備事業 23 225 1,635 

H23～H27 

浄化槽市町村整備推

進事業 
0 0 0 

その他地方単独事業 0 0 0 

合計 23 225 1,635 
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 (4) 施設整備に関する計画支援事業 

 本計画期間中に実施する計画支援事業を表6に示す。 

 

表6 実施する計画支援事業 

事業
番号 

事業名 事業内容 
事業 
期間 

３７ 
高効率原燃料回収施設整備（事

業番号7）に係る計画支援事業 

エネルギー回収率のさらなる向上

を図り，ごみ質の追加調査を行う。 
H23～ 

（計画支援事業実施理由） 

 事業番号３７： 本市のクリーンセンター（焼却施設）では，平成21年10月か

ら告示産業廃棄物の受入停止を実施しており，これに伴い，焼

却対象ごみの組成及び低位発熱量に相当の変化が予想される。 

 そこで，メタン発酵残渣等を処理する高効率原燃料回収施設

において効率的なエネルギー回収を行うため，告示産業廃棄物

受入停止実施以降のごみ質データを補完するものであり，発注

仕様書作成及び処理施設基本設計の基幹を成すものである。 

 

(5) その他の施策 

ア 環境教育の充実及び環境学習機会の拡大 

 環境問題を学校で総合的に学習するための支援を行うとともに，子どもや学生のみ

ならず，社会人に対しても環境学習の場を提供していく。 

イ 有害物，危険物等への対応  

 拡大生産者責任の考え方に基づき，メーカー主導による回収システム構築への働き

かけを推進するとともに，市民への積極的な情報発信を行う。 

 また，焼却灰および東部山間埋立処分場の浸出水等からのレアメタル含有調査を実

施し，効率的な回収システムの在り方を検討する。 

ウ 災害廃棄物への対応 

 京都市において，大規模な地震災害や水害が発生した場合の廃棄物の処理に関し，

環境省防災業務計画，京都市地域防災計画に基づき，京都市が平常時から備えておく

べき対応と災害が生じた場合においてとるべき緊急時対応及び復旧時対応について

定め，災害廃棄物を迅速且つ安全で衛生的に処理するとともに，廃棄物のリサイクル

や環境へ配慮した対応を図ることにより，市民の生活環境の確保並びに速やかな復興

を推進することを目的として策定された「京都市災害廃棄物処理計画」を改訂した（平

成 19 年 3 月）。 

 また，実際に取るべき行動内容，役割分担等を集約した「京都市災害廃棄物処理実

践行動マニュアル」及び災害廃棄物の処理計画実践に用いる「京都市災害廃棄物処理

支援システム」を作成している。 

エ まちの美化の推進 

 市民，事業者，行政のパートナーシップにより，まちの美化を推進するとともに，

関連機関との連携による丌法投棄対策を推進する。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

(1) 計画のフォローアップ 

 京都市は，毎年，計画の進捗状況を把握し，その結果を随時公表するとともに，必

要に応じて，国及び京都府と意見交換をしつつ，計画の進捗状況を勘案して計画の見

直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

 計画期間終了後，処理状況の把握を行い，その結果が取りまとまった時点で，速や

かに計画の事後評価，目標達成状況の評価を行う。 

 また，評価の結果を公表するとともに，評価結果を次期計画策定に反映させるもの

とする。 

 なお，計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ，必要に応じ計画を見直す

ものとする。 

 



 

 

 



　　　　　・様式１ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１

　　　　　・様式２ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２

　　　　　・様式３ 地域の循環型社会形成推進に向けた施策の一覧

京都市地域
循環型社会形成推進地域計画

（平成23年度～平成27年度）

　　総括表等（様式）



○
様

式
１

 
循

環
型

社
会

形
成

推
進

交
付

金
事

業
実

施
計

画
総

括
表

１
（

１
／

２
）

１
　
地
域
の
概
要

（
1
）
地
域
名

（
4
）
構
成
市
町
村
等
名

組
合

を
構
成

す
る

市
町

村
：

 
設

立
（

予
定

）
年

月
日

:
　

　
年

　
　

月
　

　
日

設
立

，
認

可
予

定

設
立

さ
れ
て

い
な

い
場

合
，

今
後

の
見

通
し

：

２
　

一
般
廃
棄
物
の
減
量

化
，

再
生

利
用

の
現

状
と

目
標

平
成
1
6
年
度

平
成
1
7
年
度

平
成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度

ご
み
の
総
排
出
量

t
/
年

7
8
2
,
9
5
2

7
7
0
,
8
8
0

7
4
8
,
9
8
3

7
0
5
,
9
4
1

6
7
4
,
0
0
1

6
4
3
,
4
7
9

5
7
6
,
2
8
5

H
2
0
比

 
-
1
4
%

├
市
受
入
量

t
/
年

6
9
6
,
8
7
7

6
8
2
,
8
1
3

6
5
7
,
7
2
3

6
1
0
,
0
0
7

5
7
4
,
0
2
1

5
3
4
,
9
3
3

4
6
5
,
4
2
7

H
2
0
比

 
-
1
9
%

│
　
├
家
庭
ご
み

量
t
/
年

3
1
1
,
3
0
2

3
0
6
,
8
0
9

2
8
9
,
4
5
4

2
5
6
,
4
1
2

2
4
8
,
1
1
4

2
4
3
,
5
7
1

2
1
3
,
8
1
2

H
2
0
比

 
-
1
4
%

│
　
│
　
（
1
人

1
日

あ
た

り
）

グ
ラ

ム
/
人

・
日

5
8
1

5
7
0

5
3
8

4
7
8

4
6
3

4
5
5

4
0
4

│
　
└
事
業
ご
み

量
t
/
年

3
8
5
,
5
7
5

3
7
6
,
0
0
4

3
6
8
,
2
6
9

3
5
3
,
5
9
5

3
2
5
,
9
0
7

2
9
1
,
3
6
2

2
5
1
,
6
1
5

H
2
0
比

 
-
2
3
%

│
　
　
　
（
1
人

1
日

あ
た

り
）

グ
ラ

ム
/
人

・
日

7
1
9

6
9
8

6
8
5

6
6
0

6
0
9

5
4
5

4
7
6

└
民
間
資
源
化
量

t
/
年

8
6
,
0
7
5

8
8
,
0
6
7

9
1
,
2
6
0

9
5
,
9
3
4

9
9
,
9
8
0

1
0
8
,
5
4
6

1
1
0
,
8
5
8

H
2
0
比

 
+
1
1
%

8
2
7
.
9
0
k
m
2

（
5
）

地
域

の
要

件
　

人
口

　
面

積
　

沖
縄

　
離

島
　

奄
美

　
豪

雪
　

山
村

　
半

島
　

過
疎

　
そ

の
他

京
都

市

（
6
）
構
成
市
町
村
等

に
一

部
事

務
組

合
等

が
含

ま
れ

る
場
合
，
当
該
組

合
の

状
況

目
標

平
成

2
7
年

度

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

事
業

実
施

計
画

総
括

表
１

（
平

成
2
2
年

度
）

1
,
4
6
2
,
2
0
3
人

（
3
）

地
域

面
積

（
2
）

地
域

内
人

口
京

都
市

地
域

過
去
の

状
況

・
現

状

再
生
利
用
率

1
2
.
7
6
%

1
3
.
3
0
%

1
4
.
1
7
%

1
6
.
4
1
%

1
8
.
2
0
%

2
0
.
3
3
%

2
5
.
8
2
%

再
生
利
用
量

t
/
年

1
0
0
,
6
0
8

1
0
3
,
3
9
0

1
0
6
,
1
4
4

1
1
5
,
8
7
2

1
2
2
,
6
4
9

1
3
0
,
8
3
3

1
4
8
,
8
0
9

├
民
間
資
源
化
量

（
再

掲
）

t
/
年

8
6
,
0
7
5

8
8
,
0
6
7

9
1
,
2
6
0

9
5
,
9
3
4

9
9
,
9
8
0

1
0
8
,
5
4
6

1
1
0
,
8
5
8

H
2
0
比

 
+
1
1
%

└
市
に
よ
る
資
源

化
量

t
/
年

1
4
,
5
3
3

1
5
,
3
2
3

1
4
,
8
8
4

1
9
,
9
3
8

2
2
,
6
6
9

2
2
,
2
8
7

3
7
,
9
5
1

H
2
0
比

 
+
6
7
%

市
処
理
処
分
量

t
/
年

6
7
8
,
1
0
1

6
6
4
,
3
5
3

6
3
9
,
9
3
1

5
8
7
,
8
2
8

5
4
7
,
2
5
8

5
0
8
,
9
3
2

4
3
9
,
7
3
4

├
処
理
量

t
/
年

6
5
2
,
5
0
7

6
4
0
,
8
2
3

6
2
0
,
0
0
7

5
6
8
,
2
2
8

5
3
1
,
4
8
6

5
0
1
,
1
8
3

4
3
8
,
2
8
5

H
2
0
比

 
-
1
8
%

└
直
接
埋
立
量

t
/
年

2
5
,
5
9
4

2
3
,
5
3
0

1
9
,
9
2
4

1
9
,
6
0
0

1
5
,
7
7
2

7
,
7
4
9

1
,
4
5
0

H
2
0
比

 
-
9
1
%

市
最
終
処
分
量

t
/
年

1
3
0
,
2
7
5

1
2
2
,
8
4
6

1
1
4
,
0
8
1

1
0
0
,
9
8
5

9
2
,
3
9
1

8
0
,
2
3
4

3
9
,
3
7
9

├
直
接
埋
立
量
（

再
掲

）
t
/
年

2
5
,
5
9
4

2
3
,
5
3
0

1
9
,
9
2
4

1
9
,
6
0
0

1
5
,
7
7
2

7
,
7
4
9

1
,
4
5
0

H
2
0
比

 
-
9
1
%

└
焼
却
灰
等
埋
立

量
t
/
年

1
0
4
,
6
8
1

9
9
,
3
1
6

9
4
,
1
5
7

8
1
,
3
8
5

7
6
,
6
1
9

7
2
,
4
8
5

3
7
,
9
3
0

H
2
0
比

 
-
5
0
%

（
参

考
）
推
計
人
口

人
1
,
4
6
8
,
4
0
1

1
,
4
7
4
,
8
1
1

1
,
4
7
3
,
0
9
7

1
,
4
6
8
,
5
8
8

1
,
4
6
7
,
3
1
3

1
,
4
6
5
,
8
1
6

1
,
4
4
8
,
9
2
6

※
 
建
設
リ
サ
イ
ク
ル
は

外
数

※
 
別
添
資
料
と
し
て
指

標
と

人
口

等
の

要
因

に
関

す
る

ト
レ
ン

ド
グ

ラ
フ

を
添

付
し

た
（

添
付

資
料

5
参

照
）

。
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括
表

１
（

２
／

２
）

３
　
現
有
施
設
の
状
況

と
更

新
，

廃
止

，
新

設
の

予
定

　
　

有
1
2
0
t
/
6
h

有
9
6
t
/
6
h

※
 
計
画
地
域
内
の
施
設

の
状

況
（

現
況

，
予

定
）

を
地

図
上

に
示

し
た

も
の

を
添

付
し

た
（

添
付

資
料

1
参

照
）

。
な

お
，

こ
れ

ら
を

含
め

現
有

施
設

の
一

覧
を

添
付

資
料

4
に

示
し

て
い

る
。

４
　

生
活
排
水
処
理
の
現

状
と

目
標

平
成
1
6
度

平
成
1
7
年
度

平
成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度

解
体

及
び

更
新

未
定

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン

タ
ー

（
破
砕
・
選
別
施

設
）

S
5
5
.
9

H
2
5
.
3

-
-

-
解

体
及

び
更

新
未

定

川
崎
サ
ン
型
ス
ト
ー
カ

京
都

市

川
崎
回
転
ハ
ン
マ
ー

約
1
8
0
t
/
日

熱
回
収
施
設

有
6
0
0
t
/
2
4
h

S
5
5
.
9

H
2
5
.
3

高
効
率
原
燃
料
回

収
施

設
（

現
有
施
設
は
焼
却

の
み

）
有

（
廃

止
済

）
S
5
0
.
7

H
1
9
.
3

全
連

続
式

京
都

市

高
効
率
原
燃
料
回

収
施

設
-

-
-

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン

タ
ー

（
破
砕
・
選
別
施

設
）

有
2
4
0
t
/
6
h

S
4
8
.
1

京
都

市

京
都

市

施
設

老
朽

化
及

び
ご

み
減

量
に

よ
る

廃
止

施
設

老
朽

化
及

び
ご

み
減

量
に

よ
る

廃
止

三
菱
圧
縮
装
置
付

プ
レ

ッ
シ

ャ
ー

H
3
1
.
3

目
標

平
成

2
7
年

度
（
1
0
月
1
日
時
点
）

過
去

の
状

況
・

現
状

（
4
月

1
日

時
点

）

-

H
3
1
.
3

-
-

処
理

能
力

(
単

位
)

エ
ネ

ル
ギ

ー
高

効
率

回
収

の
た

め
新

設

施
設

老
朽

化
に

よ
る

廃
止

・
更
新

三
菱
マ
ル
チ
ン
式

開
始

年
月

更
新
廃
止
予

定
年
月

形
式

及
び
処

理
方

式

メ
タ

ン
発

酵
H
3
1
.
3

約
6
0
t
/
日

約
5
0
0
t
/
日

施
設

老
朽

化
に

よ
る

廃
止

・
更

新
三
菱
ハ
ン
マ
ー
ミ
ル
ズ

シ
ュ
レ
ッ
ダ
ー

未
定

H
3
1
.
3

-
京

都
市

処
理

能
力

(
単

位
)

補
助

の
有

無
施

設
竣

工
予

定
年

月
備

考
施
設
種
別

現
有

施
設

の
内

容
更

新
，

廃
止

，
新

設
の

内
容

更
新
，
廃

止
，

新
設

理
由

-

事
業

主
体

形
式

及
び

処
理

方
式

（
上

段
：
4
月

1
日

時
点

)
1
,
4
6
0
,
1
8
9

1
,
4
7
0
,
6
4
0

1
,
4
6
7
,
2
8
5

1
,
4
6
4
,
9
9
0

1
,
4
6
4
,
0
1
8

1
,
4
6
2
,
2
0
3

（
下

段
：
1
0
月

1
日

時
点

）
(
1
,
4
6
8
,
4
0
1
)
(
1
,
4
7
4
,
8
1
1
)
(
1
,
4
7
3
,
0
9
7
)
(
1
,
4
6
8
,
5
8
8
)
(
1
,
4
6
7
,
3
1
3
)
(
1
,
4
6
5
,
8
1
6
)

公
共

下
水

道
　

汚
水

衛
生

処
理

人
口

1
,
4
5
0
,
2
0
0

1
,
4
5
7
,
2
0
0

1
,
4
5
4
,
2
0
0

1
,
4
5
2
,
5
0
0

1
,
4
5
1
,
9
0
0

1
,
4
5
0
,
4
0
0

　
汚

水
衛

生
処

理
率

又
は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

9
9
.
3

9
9
.
1

9
9
.
1

9
9
.
1

9
9
.
2

9
9
.
2

集
落

排
水

施
設

等
　

汚
水

衛
生

処
理

人
口

4
7
8

4
8
3

5
1
8

5
1
9

5
1
3

5
0
4

　
汚

水
衛

生
処

理
率

又
は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

0
.
0

0
.
0

0
.
0

0
.
0

0
.
0

0
.
0

合
併

処
理

浄
化

槽
等

　
汚

水
衛

生
処

理
人

口
4
,
2
2
8

5
,
3
7
2

5
,
5
2
7

5
,
4
9
6

5
,
3
6
4

5
,
5
0
4

　
汚

水
衛

生
処

理
率

又
は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

0
.
3

0
.
4

0
.
4

0
.
4

0
.
4

0
.
4

未
処

理
人

口
　

汚
水

衛
生

処
理

人
口

5
,
2
8
3

7
,
5
8
5

7
,
0
4
0

6
,
4
7
5

6
,
2
4
1

5
,
7
9
5

※
 
別
添
資
料
と
し
て
指

標
と

人
口

等
の

要
因

に
関

す
る

ト
レ
ン

ド
グ

ラ
フ

を
添

付
し

た
（

添
付

資
料

5
参

照
）

。

５
　
浄
化
槽
の
整
備
の

状
況

と
更

新
，

廃
止

，
新

設
の

予
定

基
数

処
理

人
口

開
始

年
月

基
数

処
理

人
口

目
標

年
次

2
6
9

1
,
9
1
5

平
成

元
年

2
2
5

1
,
6
3
5

平
成

2
7
年

0
0

0
0

浄
化

槽
設
置
整
備
事
業

浄
化

槽
市
町
村
整
備
推
進

事
業

京
都

市

京
都

市

整
備

予
定

基
数

の
内

容
現

有
施

設
の

内
容

備
考

事
業

主
体

施
設

種
別

1
,
4
4
0
,
2
3
2

9
9
.
4

5
2
7

0
.
0

5
,
2
6
8

2
,
8
9
9

0
.
4

総
人

口
1
,
4
4
8
,
9
2
6

2
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画
総

括
表

２

事
　

業
　

名
　

称
単

位
開

始
終

了
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度

5
,1

7
5
,7

3
5

0
0

0
6
0
9
,4

7
6

4
,5

6
6
,2

5
8

2
,8

7
2
,6

2
2

0
0

0
5
5
5
,0

2
9

2
,3

1
7
,5

9
3

6
京

都
市

京
都

市
約

6
0

t/
日

2
5

3
0

3
,1

6
0
,0

3
8

0
6
0
9
,4

7
6

2
,5

5
0
,5

6
2

1
,4

4
0
,5

0
6

0
5
5
5
,0

2
9

8
8
5
,4

7
7

交
付

率
1
/
2

7
京

都
市

京
都

市
約

5
0
0

t/
日

1
9

3
0

1
,4

4
2
,6

7
2

0
0

1
,4

4
2
,6

7
2

9
1
6
,3

9
4

0
0

9
1
6
,3

9
4

交
付

率
1
/
2

破
砕

・
選

別
施

設
整

備
8

京
都

市
京

都
市

約
1
8
0

t/
日

2
5

3
0

5
7
3
,0

2
4

0
0

5
7
3
,0

2
4

5
1
5
,7

2
2

0
0

5
1
5
,7

2
2

交
付

率
1
/
3

1
2
6
,0

5
0

2
5
,2

1
0

2
5
,2

1
0

2
5
,2

1
0

2
5
,2

1
0

2
5
,2

1
0

1
0
0
,8

1
0

2
0
,1

6
2

2
0
,1

6
2

2
0
,1

6
2

2
0
,1

6
2

2
0
,1

6
2

9
京

都
市

京
都

市
2
2
5

基
2
3

2
7

1
2
6
,0

5
0

2
5
,2

1
0

2
5
,2

1
0

2
5
,2

1
0

2
5
,2

1
0

2
5
,2

1
0

1
0
0
,8

1
0

2
0
,1

6
2

2
0
,1

6
2

2
0
,1

6
2

2
0
,1

6
2

2
0
,1

6
2

交
付

率
1
/
3

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

0
0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0
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○様式３ 地域の循環型社会形成推進に向けた施策の一覧

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

101
ごみ減量推進会議や環境関連団体等の地域における活動と連携した「すぐにごみになるものを
買わない，財布にも環境にもやさしい消費行動」の普及・拡大

京都市 H23 H27

102 「NO！レジ袋宣言」による市民，事業者と連携した本格的なレジ袋削減の取組の全市展開 京都市 H23 H27

103
京都サンガF.C.やＮＰＯ等の市民団体，大学，企業などと連携したマイボトル・マイ箸等の持
参運動の全市展開

京都市 H23 H27

104 家庭から出るごみの更なる削減に向けた有料指定袋の最大容量45リットル袋の廃止の検討 京都市 H23 H27

105
レジ袋削減協定のコンビニエンスストアやドラッグストアなどへの対象業種の拡大，参加事業
者の拡大による大幅なレジ袋の削減

京都市 H23 H27

106 「ごみになるものをつくらない・売らない」エコビジネスモデルの普及・促進 京都市 H23 H27

107 業種別の包装材の削減方法や削減率を定めたガイドラインの作成と徹底した指導 京都市 H23 H27

108 生産，流通，販売の各段階における包装材の一定量の削減を義務付ける条例の検討 京都市 H23 H27

109 大規模小売店舗の出店計画時におけるごみ処理方法や資源化方法等の計画書提出の義務化 京都市 H23 H27

110 チェーンストア等多量にごみを排出する事業所への減量指導範囲の拡大 京都市 H23 H27

111 業者収集ごみの透明袋制の導入 京都市 H23 H27

112 分別排出義務の明確化と収集運搬業者へのペナルティを含む指導の徹底 京都市 H23 H27

113
クリーンセンターにおける搬入監視の強化と分別できていない資源ごみ及び不適物の受入拒否
の実施

京都市 H23 H27

114
有料指定袋制度など事業者が排出するごみの量に応じて処理料金を負担し，減量努力が反映さ
れる仕組みづくり

京都市 H23 H27

115 ごみの減量や再資源化を促す処理手数料の見直し 京都市 H23 H27

116 ごみ減量等に取り組む優良事業所の表彰 京都市 H23 H27

117 ごみの減量方法等を分かりやすく掲載した総合環境情報誌の作成・全戸配布 京都市 H23 H27

118 地域ごとのごみの排出状況等の地域特性に応じた指導・啓発の推進 京都市 H23 H27

119
子どもたちを指導する立場の先生や地域のリーダー等への理解の促進による指導者から子ども
たちへ知識を伝える環境学習の展開

京都市 H23 H27

120 業種別のきめ細かい取組方法などの事業者向けの情報提供の推進 京都市 H23 H27

121 大学，企業と連携した調査・研究と海外研修生の受入れなど技術提携の推進 京都市 H23 H27

122
使用済みてんぷら油などの回収拠点拡大やコミュニティ回収の品目拡大など既存の資源回収の
更なる充実

京都市 H23 H27

123 蛍光管や在宅医療廃棄物などの家庭から出る有害・危険物の回収 京都市 H23 H27

124 排出時における不適正ごみへのシール貼付による指導啓発の徹底 京都市 H23 H27

125 分別できていないマンションに対する分別義務の徹底と未分別ごみの受入拒否 京都市 H23 H27

- 業者収集ごみの透明袋制の導入（111 再掲） 京都市 H23 H27

126 オフィス町内会などの小規模事業所が連携した効率的な資源回収の促進 京都市 H23 H27

分かりやすい情報提
供と環境学習機会
の拡大

事業所などから出る
ごみを減らす

発生抑制，
再使用の推
進に関するも
の

徹底した分別による
リサイクルの推進

すぐにごみになるも
のを「買わない・つく
らない」

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧（今後行う施策）

施策
種別

施策
番号

施策の名称 施策の内容 実施主体

事業期間
交付期間

交付金
必要の
要否

事業計画
備　考

※これらの施策に係る詳細な年次

計画については，本年度中にアク

ションプランを取りまとめ，これに基

づいて実施する予定である。

- 業種別のきめ細かい取組方法などの事業者向けの情報提供の推進(120再掲) 京都市 H23 H27

- 分別排出義務の明確化と収集運搬業者へのペナルティを含む指導の徹底(112再掲) 京都市 H23 H27

-
クリーンセンターにおける搬入監視の強化と分別できていない資源ごみ及び不適物の受入拒否
の実施(113再掲)

京都市 H23 H27

127
現行の容器包装リサイクル法の対象外となるプラスチック製品の再生利用に向けた新制度の創
設（国への提言）

京都市 H23 H27

128 拡大生産者責任をより重視した経費負担の枠組みづくり（国への提言） 京都市 H23 H27

129 土・日も開設する「より近い・より便利な」常設の回収場所の設置・拡大 京都市 H23 H27

130
公共施設や民間商業施設における小型家電や携帯電話回収によるレアメタル等のリサイクルの
推進

京都市 H23 H27

- 地域ごとのごみの排出状況等の地域特性に応じた指導・啓発の推進(118再掲) 京都市 H23 H27

131 周辺地域における農家と連携した生ごみの堆肥化による地産地消のモデル地域の構築 京都市 H23 H27

132 学校や公園の落ち葉，家庭からの生ごみなど地域単位での堆肥化の促進 京都市 H23 H27

133
学園祭や地域のイベント等のエコ化を推進することにより，次代を担う若者を中心とした更な
る環境意識の向上を図るイベントグリーン要綱の策定

京都市 H23 H27

134 観光地に設置しているごみ容器への外国語やピクトグラム（絵文字）の標記 京都市 H23 H27

135 宿泊施設等と連携した宿泊者に対する分別指導の推進 京都市 H23 H27

1 熱回収施設の廃止 東部クリーンセンターを廃止（解体時期及び跡地利用については未定） 京都市 H24 未定

2
リサイクルセンター
（破砕施設）の廃止

同上 京都市 H24

6
高効率原燃料回収
施設整備

京都市 H25 H30 ○

7
高効率原燃料回収
施設整備

京都市 H19 H30 ○

8
リサイクルセンター
整備

京都市 H25 H30 ○

9 浄化槽整備 生活廃水による河川等の公共水域の水質汚濁防止 京都市 H23 H27 ○

施設整備に係
る計画支援に
関するもの

37 7の計画支援 さらなる熱回収効率向上のためのごみ質追加調査 京都市 H23 H23 ○

136 南部クリーンセンター第２工場建替え時におけるバイオガス化施設の併設 京都市 H19 H30 （施策番号6～8ににおいて実施） 関連事業6

137
市内に存在するバイオマス資源（間伐材，剪定枝，下水汚泥など）の総合的な利活用計画の策
定とバイオガス化施設の社会実証の検討

京都市 H23 H27

138
現行の４工場体制のクリーンセンターを３工場とするなど，経済性に配慮した長寿命化計画に
よる施設の整備・運営

京都市 H23 H27 関連事業1

- 蛍光管や在宅医療廃棄物などの家庭から出る有害・危険物の回収(123再掲) 京都市 H23 H27

139 ごみの焼却灰に含まれる金属の回収及びレアメタルの含有調査 京都市 H23 H27

140 「京都市災害廃棄物処理計画」や対応マニュアルの点検・見直し 京都市 H23 H27

141 地域住民や警察等の関係機関との連携による不法投棄対策とまちの美化の推進 京都市 H23 H27

処理体制の
構築，変更
に関するもの

リサイクルの推進

地域力を活かした地
域密着型の取組の
推進

「学生のまち,観光の
まち」ならではの取
組の推進

市民の安心・安全と
まちの美化の推進

環境負荷を低減する
ごみの適正処理

ごみからのエネル
ギー回収の最大化

その他

南部クリーンセンター第二工場の建て替え整備事業（高効率原燃料回収施設に係る一部設備に
ついては第1期地域計画期間に先行着手済）

処理施設の
整備に関す
るもの

浄化槽の段階的整備 45基／年

施設稼働（～H24年度）

施設稼働（～H24年度）

建て替え工事

（3施設を一体的に整備，

～H30年度）

入札及び

契約手続

発注仕様書の

策定

ごみ質追

加調査

※これらの施策に係る詳細な年次

計画については，本年度中にアク

ションプランを取りまとめ，これに基

づいて実施する予定である。
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○添付資料１　対象地域図，現況及び計画施設位置図

南丹市

北部クリーンセンター

北部資源リサイクルセンター

北積替所

東北部クリーンセンター

同 破砕施設

大津市

亀岡市

宇治市

南丹市

北部クリーンセンター

北部資源リサイクルセンター

東部クリーンセンター

同 破砕施設

⇒平成24年度末休止予定

西部圧縮梱包施設
東部山間埋立処分地

焼却灰溶融施設（H22年度稼働予定）

北積替所

南部クリーンセンター第一工場

同 破砕施設

南部資源リサイクルセンター

廃食用油燃料化施設

横大路学園

南積替所

南部クリーンセンター第二工場（休止）

⇒建て替え整備（高効率原燃料回収施設×2（焼

却併設バイオ），選別資源化施設）

東北部クリーンセンター

同 破砕施設

魚アラリサイクルセンター

大津市

1



○添付資料２　目標の設定に関するグラフ等

（本編表1抜粋）
12 20 27 32

ごみ量 基準 中間 最終
ピーク 年度 目標 目標

＜ごみ減量に向けた取組目標＞
① 万t 82 57 47 39 △32％

② ％ ― 18% 26% 31% ＋13pts

③ 万t 80 55 44 36 △35％

④ 万t 16.5 9.2 3.9 2.8 △70％
＜循環型社会構築に向けた取組目標＞

⑤ 万円/t ― 42
＜低炭素社会構築に向けた取組目標＞

⑥ 万t 24 16 16 13 △19％

⑦ 万t 1.1 2.2 1.7 2.5 14%

⑧ 万t 23 14 14 10

再生利用率
市処理処分量

年度（平成）
基準年度

比　項目 単位

市受入量

資源生産性 更なる向上を目指す

温室効果ガス排出量
温室効果ガス削減量
差引排出量＜参考＞

市最終処分量
（平成17年度）
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○添付資料３　分別区分説明資料
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○添付資料４　現有処理施設の概要

焼却施設

名称
東部クリーンセン
ター

南部クリーンセン
ター第一工場

東北部クリーンセン
ター

北部クリーンセン
ター

所在地
伏見区石田西ノ坪2-
18

京都市伏見区横大路
八反田29

左京区静市市原町
1339

右京区梅ヶ畑高鼻町
27

竣工 S55.9 S61.6 H13.3 H19.1
600t/24h 600t/24h 700t/24h 400t/24h

(200t/24h×3) (300t/24h×2) (350t/24h×2) (200t/24h×2)
発電4,000kW×2 発電8,800kW×1 発電15,000kW×1 発電8,500kW×1
所内給湯，暖房，温
水プール等への供給

所内給湯，暖房，横
大路体育館への電力
供給

所内給湯，暖房 所内給湯，暖房，温
水プールへの電力供
給

その他 太陽光発電 230kW

破砕施設

施設名
南部クリーンセン
ター破砕施設

東北部クリーンセン
ター破砕施設

所在地
伏見区横大路八反田
29

左京区静市市原町
1339

竣工 S48.1 H13.3
240t/6h 120t/6h 96t/6h 80t/6h

(240t×1) (120t×1) (48t×2) (40t×2)
形式 回転式 回転式 せん断式 2軸せん断式

分別施設 磁選機 磁選機

埋立処分地

所在地
埋立地面積

処理能力

余熱利用

東部クリーンセンター破砕施設

伏見区石田西ノ坪2－18

S55.9

伏見区醍醐上山田 他 　大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェ
ニックス事業）において 京都市割当分と約24ha

処理能力

施設名
東部山間埋立処分地 大阪湾広域処理場

（エコランド音羽の杜） （京都市割当分）

磁選機

埋立地面積
全体容積
埋立期間

再資源化施設

名称
南部資源リサイクル
センター

北部資源リサイクル
センター

西部圧縮梱包施設 横大路学園

所在地
伏見区横大路千両松
町477

右京区梅ヶ畑高鼻町
27

西京区大枝沓掛町26
伏見区横大路千両松
町277 他

竣工 H11.3 H19.1 H19.9 H19.10
60t/5h 40t/5h 60t/15h 20t/5h

(30t/5h×2) (20t/5h×2) (30t/15h×2) （10t/5h×2）
処理対象物

所在地
竣工

処理能力
処理対象物

灰溶融施設

施設名

所在地
竣工

処理能力
形式

焼却灰溶融施設

伏見区醍醐陀羅谷1-138他
（平成22年度稼働予定）

330t/24h
都市ガス式

H20.3 H16.5
33t/7h 5,000 /日

魚アラ ⇒ 魚粉 廃食用油⇒バイオディーゼル燃料

廃食用油燃料化施設
（おさかなエコ館）

伏見区横大路千両松町205 伏見区横大路千両松町447

プラスチック製容器包装缶・びん・ペットボトル

ニックス事業）において，京都市割当分と
して，埋立容量380,238m3（平成元年度か
ら平成33 年度まで）を確保。

約24ha
約4,500,000m3

H12.4～

処理能力

名称
魚アラリサイクルセンター
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○添付資料５　指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ
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　　　　　・事業番号６　参考資料様式２（高効率原燃料回収施設）

　　　　　・事業番号７　参考資料様式２（高効率原燃料回収施設）

　　　　　・事業番号37　参考資料様式６（計画支援概要）

　　　　　・事業番号８　参考資料様式１（リサイクルセンター）

　　　　　・事業番号９　参考資料様式５（浄化槽系）

　　　　　　・事業番号９補助資料　平成23年度浄化槽設置整備計画書

京都市地域
循環型社会形成推進地域計画

（平成23年度～平成27年度）

　　参考資料（様式）



○参考資料　事業番号6

【参考資料様式２】

(1) 事業主体名 京都市

施設の種別 ： 高効率原燃料回収施設

施設名称 ： 南部クリーンセンター第二工場（バイオガス化施設）

(3) 工期 平成 25 年度 ～ 平成 30 年度

(4) 施設規模 処理能力 約60 （ 30 2 系列）

(5) 形式及び処理方式 メタン発酵

(6) 余熱利用の計画 1 発電の有無 有（発電効率未定） ・ 無

2 熱回収の有無 有（熱回収率未定） ・ 無

(7) 地域計画内の役割

(8) 廃焼却施設解体工事の有無 有 ・ 無

「灰溶融施設」を整備する場合

　「京都市循環型社会推進基本計画(2009-2020)」（平成22年3月
策定）の施設整備計画に基づき，平成30年度中の竣工を目指して
事業を進めている。
　南部クリーンセンター構内敷地において，平成18年度末に休止
した第二工場を建て替え整備することにより，将来におけるごみ
処理能力を確保し，生活環境の保全及び「環境共生型都市・京
都」の実現に寄与する。

施設概要（熱回収施設系）
都道府県名 京都府

(2) 施設名称

ｔ/日 ｔ/日×

「灰溶融施設」を整備する場合

(9) スラグの利用計画

「高効率原燃料化施設」を整備する場合

1 発生ガス回収率

2 発生ガス量

(11) 回収ガスの利用計画 発電・燃料利用（予定）

(12) 事業計画額 千円

※本計画期間内では3,160,038千円

発生ガス回収率
及び発生ガス量

150 Nm3/t以上

9,000 Nm3/日以上

-

(10)

6,629,851
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○参考資料　事業番号7

【参考資料様式２】

(1) 事業主体名 京都市

施設の種別 ： 高効率原燃料回収施設

施設名称 ： 南部クリーンセンター第二工場（焼却施設）

(3) 工期 平成 19 年度 ～ 平成 30 年度

(4) 施設規模 処理能力 約500 （ 250 2 炉）

(5) 形式及び処理方式 全連続式　

(6) 余熱利用の計画 1 発電の有無 有（発電効率20％以上予定） ・ 無

2 熱回収の有無 有（熱回収率未定） ・ 無

(7) 地域計画内の役割

(8) 廃焼却施設解体工事の有無 有 ・ 無

　「京都市循環型社会推進基本計画(2009-2020)」（平成
22年3月策定）の施設整備計画に基づき，平成30年度中の
竣工を目指して事業を進めている。
　南部クリーンセンター構内敷地において，平成18年度
末に休止した第二工場を建て替え整備することにより，
将来におけるごみ処理能力を確保し，生活環境の保全及
び「環境共生型都市・京都」の実現に寄与する。

施設概要（熱回収施設系）
都道府県名 京都府

(2) 施設名称

ｔ/日 ｔ/日×

（一部先行着手）

「灰溶融施設」を整備する場合

(9) スラグの利用計画

「高効率原燃料化施設」を整備する場合

(10) 1 発生ガス回収率

2 発生ガス量

(11) 回収ガスの利用計画

(12) 事業計画額 千円

※本計画期間内では1,442,672千円

22,905,950

発生ガス回収率
及び発生ガス量

Nm3/t

Nm3/日

-
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○参考資料　事業番号37

【参考資料様式６】

(1) 事業主体名 京都市

(2) 事業目的

(3) 事業名称

(5) 事業概要

　メタン発酵残渣
等を処理する高効
率原燃料回収施設
において効率的な
エネルギー回収を
行うためごみ質
データを補完する
もの。発注仕様書

(4) 事業期間

高効率原燃料回収施設整備のため

計画支援概要
都道府県名 京都府

ごみ質追加調査

平成23年度

(6) 事業計画額 千円 千円 千円

もの。発注仕様書
作成及び処理施設
基本設計の基幹を
成す調査委託とし
て実施する。

1,000
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○参考資料　事業番号8

【参考資料様式１】

(1) 事業主体名 京都市

施設の種別 ： リサイクルセンター（破砕・選別施設）

施設名称 ： 南部クリーンセンター第二工場（選別資源化施設）

(3) 工期 平成 25 年度 ～ 平成 30 年度

(4) 施設規模 約180t/日

(5) 処理方式

(6) 地域計画内の役割

(7) 廃焼却施設解体工事の有無 有 ・ 無

「廃棄物原材料化施設」を整備する場合

(8)

施設概要（リサイクル施設系）
都道府県名 京都府

(2) 施設名称

　「京都市循環型社会推進基本計画(2009-2020)」（平成22年3
月策定）の施設整備計画に基づき，平成30年度中の竣工を目指
して事業を進めている。
　南部クリーンセンター構内敷地において，平成18年度末に休
止した第二工場を建て替え整備することにより，将来における
ごみ処理能力を確保し，生活環境の保全及び「環境共生型都
市・京都」の実現に寄与する。

破砕設備（高速回転式及び低速せん断式・予定），
選別装置（磁選機及びアルミ選別機・予定）

-
生成する原材料及び
その利用計画

「ごみ固形燃料化施設」を整備する場合

(9) 固形燃料の利用計画

「ストックヤード」を整備する場合

(10) ストック対象物

「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合

(11) ① 分別収集改修拠点の整備

・ ごみの分別収集・処理方式

・ ごみ容器の種類・設置基数

・ 建築物の構造

② 小規模ストックヤードの整備

・ 施設規模

・ ストックの対象物

③ 簡易プレス機の整備

・ 処理方法

・ 処理能力

・ 設置場所

④ 電気ごみ収集車及び分別ごみ収集車の整備

・ 導入台数

・ 運行計画

(12) 事業計画額 千円

※本計画期間内では573,024千円

-

-

容器包装リサイクル
推進施設の内訳

8,592,226
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○参考資料　事業番号9（１／２）

【参考資料様式５】

ア

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

　【浄化槽設置整備事業の場合】

 区分
 交付対基数

 （      人分）
 基準額

対象経費
支出予定額

交付対象
事業費

 5人槽   100基（ 500人分） 33,200千円 41,500千円 33,200千円

 6～ 7人槽    65基（ 455人分） 26,910千円 33,670千円 26,910千円

 8～10人槽    40基（ 360人分） 21,920千円 27,400千円 21,920千円

 11～20人槽    20基（ 300人分） 18,780千円 23,480千円 18,780千円

 21～30人槽      基（    人分）

 31～50人槽      基（    人分）

 51人槽以上      基（    人分）

改築 基　

計画策定調査費

 合　計 225基（1,615人分）
改築を除く

100,810千円 126,050千円 100,810千円

施設概要（浄化槽系）
都道府県名　京都府

 (1) 事業主体名 　京都市

 (2) 事業名称 　浄化槽設置整備事業

 (3) 事業の実施目的及び内容 　浄化槽設置の普及を図り生活環境の悪化及び公共用水域の汚
濁の防止に寄与することを目的とする。
　専用住宅等に浄化槽を設置することが設置者に過度の経済的
負担となり，設置促進を妨げる恐れがあるため，補助金を交付
することで普及促進に努める。

 (4）事業期間 　平成２３年度～平成２７年度

 (5) 事業対象地域の要件

　下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）第四条第一項
の認可又は同法第二十五条の三第一項の認可を受けた事業
計画に定められた予定処理区域（以下「下水道事業計画区
域」という。）以外の地域であって、次の(ア)から(キ)の
いずれかに該当する地域であること。

(ア) 湖沼水質保全特別措置法（昭和五十九年法律第六十
一号）第三条第二項に規定する指定地域

(ウ) 水道水源の流域

(キ) その他人口増加が著しい等前記の地域と同等以上に
雑排水対策を推進する必要があると認められる地域

 (6) 事業計画額

交付対象事業費　１００，８１０千円
 うち  （以下の事業を実施する場合）

・低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業に係る事業費    千円
・浄化槽整備区域促進特別モデル事業に係る事業費      千円

うち
単独撤去

基

基

基

基

基

基

基

基
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○参考資料　事業番号9（２／２）

【参考資料様式５】

【浄化槽市町村整備推進事業の場合】

 区分
 交付対基数

 （      人分）
 基準額

対象経費
支出予定額

交付対象
事業費

 5人槽      基（    人分）

 6～ 7人槽      基（    人分）

 8～10人槽      基（    人分）

 11～15人槽      基（    人分）

 16～20人槽      基（    人分）

 21～25人槽      基（    人分）

 26～30人槽      基（    人分）

 31～40人槽      基（    人分）

 41～50人槽      基（    人分）

 51人槽以上      基（    人分）

 事務費等  必要に応じて区分名を修正して記載

 合　計      基（    人分）

○  事業対象地域が「経済的・効率的である地域」の場合の経済性・効率性の比較

    （複数の地区が該当する場合は、当該地区ごとに下表を添付すること）

  市町村総人口　　　　　　　　      市町村世帯数

  対象地域人口　　　　　　　　      対象地域世帯数

１年当たり
建設費

１年当たり
維持管理費

１年当たり
コスト

   施設比較検討の積算内容資料を添付（様式は自由）

うち
単独撤去

基

基

基

基

基

基

基

基

　個別処理で処理した場合

基

基

基

総建設費

　集合処理で整備した場合

6



様
式

２
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平
成

２
３

年
度

浄
化

槽
設

置
整

備
計

画
書

 
 
 
 
 
 

新
規
・
○
継
続
（
平
成
元
年
度
か
ら
）

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都
道
府
県
名
 

京
 

都
 
府

 

（
１

）
事
業
主
体
名

 
 
 
 
京

都
市

 

 （
２

）
事
業
主
体
が
一
部
事
務
組
合
の
場

合
（
構

成
市
町
村

名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
 

 （
３

）
整
備
計
画
の
方
針
（
浄
化
槽
の
整
備

対
象

地
域
の
設

定
の

方
針

，
各
種

生
活
排
水

処
理

施
設

の
整
備
区
域
の
設
定
方
針
，
浄
化
槽
の
面
的
整
備
の

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
推
進
に
関
す

る
方
針

等
を
簡
潔

に
記

載
す

る
こ
と

。
）

 

本
市
に
お
い
て
は
，
公
共
下
水
道
の

整
備

率
が
高

く
，
平
成

２
１

年
度

末
現
在

の
人
口
普

及
率

は
，
９
９
．
２

%
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
，
平
成
７
年

度
か

ら
市
街
化
調
整
区
域
の
一
部
の

整
備

も
行
っ

て
い
る
。

 

 
 

 
し
か
し
，
北
部
地
域
等
の
山
間
部
を

中
心

に
公
共
下

水
道

未
整

備
地
域

が
あ
り
，
こ

れ
ら

の
地
域
を
浄
化
槽
の
整
備
対
象
地
域
と
設
定
し
，
生
活
排
水

の
処

理
を
進
め
る
こ
と
と
し
て
い
る

。
 

 （
４

）
浄
化
槽
設
置
整
備
事
業
の
概
要

 

ア
．
事
業
の
実
施
目
的
及
び
内
容

 

公
共
下
水
道
未
整
備
地
域
に
お

い
て

，
生

活
様
式

の
変
化
等

に
よ

り
生

活
排
水

に
起
因
す

る
汚
濁
負
荷
が
大
き
く
な
っ

て
い
る
こ
と
か
ら
，
生
活

排
水
対
策
の
一
環
と
し
て
，
浄
化

槽
の
普

及
を
図

り
，
公
共

用
水

域
の

汚
濁
防

止
及
び
生

活
環
境
の
改
善
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

 

浄
化
槽
の
整
備
に
あ
た
っ
て
，
特

に
専

用
住

宅
等
に

設
置
さ

れ
る

浄
化

槽
に
あ

っ
て
は
，
設
置
者
に
対
し
過
度
の
経
済
的
負
担
と
な
り
，
浄
化
槽

の
設
置
促
進
を
妨
げ
る
恐
れ
が

あ
る

た
め

，
補
助

金
を
交
付

す
る

に
よ

り
浄
化

槽
の
普
及

促
進
に
努
め
る
。

 

イ
．
事
業
の
対
象
地
域
（
添
付
地

図
）

 

下
水

道
法

第
４

条
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

公
共

下
水

道
管
理

者
が

公
共

下
水

道
の

事
業
計

画
の

認
可

を
受

け
た

区
域
以

外
の

地
域

及
び

農
業

集

落
排
水
の
事
業
計
画
区
域
外

 

7



ウ
．
イ
の
う
ち
国
庫
補
助
対
象

と
な

る
地

域
 

 
 
 
 
 

公
共
下
水
道
認
可
区
域
以
外

の
地
域

（
別
紙
１

）
 

 別
紙
１

 

 
 

 
事
業
の
対
象
地
域
及
び
国
庫
補
助

対
象
と

な
る
理
由

 

 
 

 
 
事
業
の
対
象
地
域

 

 
 
 
 
 

公
共
下
水
道
の
認
可
区
域
以

外
の
地

域
 
 
 
 
 

 

 
国

庫
補

助
対

象
地

域
 

理
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

由
 

 
北
区

 
 
中
川
・
小
野
郷
地
区

 

 
 
 
 
 
雲

ヶ
畑

地
区

 

（
ウ

）
水
道

水
源
の

流
域

 

（
ウ

）
水
道

水
源
の

流
域

 

 
左
京
区
 
花
脊
・
広
河
原
地
区

 

 
 
 
 
 

久
多

・
大

原
百

井
地

区
 

（
ウ

）
水
道

水
源
の

流
域

 

（
ア

）
湖
沼

法
の
指

定
地
域
（

ウ
）

水
道

水
源
の

流
域

 

 
右
京
区
 
水

尾
地

区
 

 
 
 
 
 
京

北
地

区
 

（
ウ

）
水
道

水
源
の

流
域
 

（
ウ

）
水
道

水
源
の

流
域
 

 
西
京
区
 
大
原
野
地
区
の
一
部

 
（

ウ
）
水

道
水
源

の
流
域
 
（

キ
）

そ
の
他

，
雑
排

水
対

策
を

推
進

す
る

必
要

が
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
地

域
 

 
そ

の
他

の
地

区
 

（
ウ

）
水
道

水
源
の

流
域
 

（
キ
）
そ

の
他
，

雑
排

水
対

策
を

推
進

す
る

必
要

が
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
地

域
 

※
国
庫
補
助
対
象
と
な
る
理
由

 

 
（
ア
）
湖
沼
法
の
指
定
地
域

（
琵

琶
湖

に
流
入

す
る
安
曇

川
水

系
の

上
流
域

）
 

 
 
 
 
 

 
（
ウ
）

水
道
水
源
の
流
域
（
淀
川

水
系
の
上

流
域

）
 

 
 
 
 
 

 
（
キ
）
そ
の
他
，
雑
排
水
対
策
を

推
進
す
る

必
要

が
あ

る
と
認

め
ら
れ
る

地
域

 

（
農
・
山
村
集
落
が
散

在
し
て

い
る

が
，
近

年
市
街

地
域
か

ら
居

住
が

移
り

，
人

口
増
加
が
認
め
ら
れ
，
雑
排
水
対
策
を
促
進
す
る
必
要

の
あ
る
地
域
）

 

 

8



エ
．
浄
化
槽
の
整
備
状
況
（
平
成

２
１
年

度
実
績

）
 
 
 
 
 
 
 

京
都
市

 
 

①
 

浄
化

槽
設

置
基

数
 

６
６

 
基

 

②
 

補
助

対
象

実
績

基
数

 
２

３
 

基
 

③
 

上
記
の
う
ち
個

別
排

水
処

理
施

設
整

備
事

業
 

 
 

 
０
 

基
 

 
 
 
 
 

小
規
模

集
合
排
水

処
理

施
設

整
備
事

業
 

 
 

 
０
 

基
 

 
 
 
 
 

補
助
対

象
外
の
都

道
府

県
及

び
市
町

村
 

 
 
 
 
 

に
よ
る

単
独
事
業

 
 

 
 

０
 

基
 

浄
化

槽
事

業
実

施
率

 
（

②
／

①
×

1
0

0
）

 
３

４
．

８
 

%
 

注
）
②
に

つ
い
て

は
，
浄

化
槽

市
町

村
整

備
推

進
事

業
に

係
る

も
の

を
含

む
。

な
お

，
こ

れ
に
は

地
方
単

独
事
業

（
個

別
排
水

処
理
施
設

整
備
事
業

及
び
小

規
模
集

合
排

水
処

理
施

設
整

備
事

業
又

は
国

庫
補

助
事

業
の

対
象

と
は

な
ら
な

い
都
道

府
県
及

び
市

町
村
に

よ
る
単
独

事
業
）
に
係
る
基
数
も

含
み
記

入
し

，
地

方
単
独

事
業
分
に

つ
い

て
別

掲
と
す

る
こ
と
。

 

 
 

 
オ
．
平
成
２
３
年
度
の
整
備
基
数
の

設
定

に
あ
た
っ

て
の

考
え

方
（
上

記
エ
．
③

と
の

関
連

を
含
め
記
述
す
る
こ
と
。
）

 

 
 

 
 
平
成
２
１
年
度
の
浄
化
槽
の
設
置

基
数

は
６
６
基

で
，

補
助

対
象
地

域
で
の
設

置
基

数
は

２
５
基
あ
り
，
そ
の
う
ち
２
３
基
を
補
助
し
た
。

 

 
 

 
年
間
の
浄
化
槽
設
置
基
数
は
，
数
年

ほ
ぼ

横
ば
い
で

あ
る

が
，

今
後
，

様
子
を
見

な
が

ら
整

備
基
数
の
増
加
等
の
検
討
を
行
っ
て
い
き
た
い
。
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（
５

）
浄
化
槽
設
置
整
備
事
業
の
整
備
計

画
 

 
 
 
 
 

ア
 
○
有
 
京
都
市
（
１
１
年

度
 

～
 
２
２
年

度
）
 
 
 
 

無
（
 
 
 

年
度
策

定
予
定
）

 

イ
 

整
備
状
況

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２
１
年
度

整
備

人
口
／
全

体
整

備
計

画
人
口

（
％
）

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

京
都

市
 
 
 
 
 

６
１
人
 
／
 

１
，
３
２
５
人
＝
４
．

６
％

 

 

２
０
年

度
ま

で
の
整

備
人
口
／

全
体

整
備

計
画
人

口
（
％
）

 

京
都

市
 
 
２

，
８
２
６
人
 
／
 

４
，
１
５
１
人

＝
６
８

．
１
％
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ウ
 

具
体
的
な
計
画

 

 
 

整
 

備
 
計

 
画

 
１

６
年

度
ま

で
実
績

 
１

７
～

２
２

年
度

 

（
２

２
年
度

は
見
込
み
）

 
２
３
～
２
７
年
度

 

総
事

業
費

 

（整
備計

画人
口）

 

京
都
市

 
 

 
４
５
，
９
０
０
千
円

 

計
画
人
口

 

（７
６
５
人
分
） 

２
０
，
３
４
０
千
円

 

処
理
人
口

 

（
３
３
９
人
分
） 

７
７
，
０
８
５
千
円

 

処
理
人
口

 

（６
４
１
人
分
） 

１
２
６
，
０
５
０
千
円

 

人
槽
数

 

（
１
，
６
１
５
人
分
） 

京
北
町

 
８
９
０
，
０
０
０
千
円

 

計
画
人
口

 

(３
３
８
６
人
分

) 

４
４
５
，
１
７
８
千
円

 

処
理
人
口

 

（２
０
６
７
人
分
） 

合
計

 
９
３
５
，
９
０
０
千
円

 
４
６
５
，
５
１
８
千
円

 

選
定

額
 

京
都

市
 

４
４
，
１
５
４
千
円

 
 １
９
，
５
１
２
千
円

 

６
５
，
８
２
５
千
円

 
１
０
０
，
８
１
０
千
円

 
京

北
町

 
７
１
５
，
７
０
０
千
円

 
２
９
３
，
９
５
７
千
円

 

合
計

 
７
５
９
，
８
５
４
千
円

 
３
１
３
，
４
６
９
千
円

 

国
庫
補
助
所
要
額
 

京
都

市
 

  
１
４
，
７
１
８
千
円

 
  
６
，
５
０
４
千
円

 

２
１
，
９
４
２
千
円

 
３
３
，
６
０
０
千
円

 
京

北
町

 
 ２
３
８
，
５
６
６
千
円

 
１
０
２
，
２
９
８
千
円

 

合
計

 
 ２
５
３
，
２
８
４
千
円

 
１
０
８
，
８
０
２
千
円

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※
平
成

1
7
年

4
月

1
日
付

け
で

，
旧

京
北
町

と
京
都
市

が
合

併
し

た
。
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（
６

）
国
庫
補
助
対
象
と
な
る
施
設
の
整
備

規
模

及
び
選
定

額
 

 
 

 
①
浄
化
槽
（
２
３
年
度
～
２
７
年

度
）

 

 
 

 
 

 

                   
 
 
 
 
 

※
｢
水

道
原

水
水

質
保

全
事
業
に

関
す
る

法
律
｣
に
基

づ
き
設

置
さ
れ

る
も
の
に

つ
い
て

は
，

 

上
段

に
（

 
）

書
き

で
再

掲
す
る

こ
と
②

・
③
に

つ
い
て

も
同
じ

。
 

人
 
槽

 
区
 

分
 

 

補
助

対
象
基

数
 

（
 

 
 
 
 
 
 
 
人

分
）

 

基
 
準

 
額

 

（
A
）

 

対
 

象
 
経
 

費
 

支
出

予
定
額
（

B
）

 

選
 
定

 
額

 

 

５
人
槽

 
 

 
 

 
１

０
０
基

 

（
 

５
０
０

人
分
）

 

３
３
，

２
０
０

千
円

 
４

１
，

５
０
０
千
円

 
３
３

，
２
０

０
千
円

 

 
 
 

６
～
７
人
槽

 
 
 
 
 
 

６
５
基

 

（
 

４
５
５

人
分
）

 

２
６
，

９
１
０

千
円

 
３

３
，

６
７
０

千
円

 
２

６
，
９
１

０
千
円

 

 
 
 

８
～
１
０
人
槽

 

 
 
 

 

 
 
 
 
 

４
０
基

 

（
 

３
６
０

人
分
）

 

２
１
，

９
２
０

千
円

 
２

７
，

４
０
０

千
円

 
２

１
，
９
２

０
千
円

 

１
１
～
２
０
人
槽

 

 
 
 

 

 
 
 
 
 

２
０
基

 

（
 

３
０
０

人
分
）

 

１
８

，
７
８

０
千
円

 
２

３
，

４
８
０
千
円

 
１
８
，
７
８
０
千
円

 

２
１
～
３
０
人
槽

 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

基

（
 
 
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

３
１
～
５
０
人
槽

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

基
 

（
 
 
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

５
１
人
槽
以
上

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

基
 

（
 
 
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

合
 
 

計
 

 
 

 
 
２

２
５
基

 

（
１

，
６
１

５
人
分

） 

１
０

０
，
８

１
０
千

円
 

１
２

６
，
０
５

０
千
円

 
１
０
０

，
８
１

０
千
円
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②
 

変
則
浄
化
槽
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③
 
既
設
の
浄
化
槽
の
改
築

 

 
 

 
 

 

 

  

人
槽

区
分

 

 

補
助
対
象
基
数

 

（
 
 

人
分
）

 

基
準

額
 

（
A
）

 

対
象

経
費

 

支
出

予
定
額

(B
) 

選
定

額
  
 
 
 
 

  

 

改
築

規
模

 

 

基
準
額

 

（
A
）

 

対
象
経
費

 

支
出
予
定
額

(B
) 

選
定
額

 

 

5
人

槽
 

 
 
 
 
 

基
 

（
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

 
人

槽
 

円
 

円
 

円
 

6
～

7
人
槽

 
 
 
 
 
 

基
 

（
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

  

  

  

  

  

8
～

1
0
人
槽

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

基
 

（
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

 
合
 

計
 

円
 

円
 

円
 

1
1
～

2
0
人
槽

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

基
 

（
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

 
 

2
1
～

3
0
人
槽

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

基
 

（
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

3
1
～

5
0
人
槽

 

 
 

 
 

 

 
 
 
 
 

基
 

（
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

5
1
人

槽
以
上

 

 
 

 
 

 

 
 
 
 
 

基
 

（
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
 

合
 

 
計

 
 
 
 
 
 

基
 

（
 
 

人
分
）

 

円
 

円
 

円
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（
７
）
豪
雪
地
帯
特
別
措
置
法

 

 
 
 
該
当
地
域
な
し

 

 （
８

）
予
算
措
置
の
状
況
 

 

予
算
計
上
額
又
は
予
定
額
（
２
３

年
度
）

 
１
４

，
６
１
２

千
円

 

 （
９

）
国
庫
補
助
金
所
要
（
２
３
年
度
）

 

               

総
事
業
費

 

 

 

  

 （
A

) 

寄
付
金
そ
の

 

他
の
収
入
額

 

   

 （
B
）

 

差
引

額
 

(A
-B

) 

   

 （
C
）

 

基
準

額
 

 

  

 

 （
D
）

 

対
象

経
費

支
出

予
定

額
 

  

 

 （
E
）

 

選
定

額
 

 

  

 

 （
F
）

 

国
庫

補
助

 

基
本
額

 

(C
と

F
を

 

比
較

し
て

い
 

ず
れ

か
少

な
 

い
額
）

 

（
G
）

 

国
庫
補
助

 

所
要
額

 

(G
) 

×
補
助
率

 

  （
H
）

 

備
 
考

 

     

2
5
,2

1
0
 

 
 
 
 

0
 

2
5
,2

1
0
 

2
0
,1

6
2
 

2
5
,2

1
0
 

2
0
,1

6
2
 

2
0
,1

6
2
 

6
,7

2
0
 

 

14



 （
１

０
）
維
持
管
理
等
に
関
す
る
市
町
村

の
関
与

の
有
無

 

 
 

ア
．
維
持
管
理
費
用
に
対
す
る
補
助

 
 
 

 
 
有
 

 
・

 
 
○

無
 

 
・
 
 
検

討
中

 

 
 
 
 
 
 

（
該
当
す
る
も
の
に
丸
を

つ
け
，

有
の
場
合

は
，

①
～

⑦
の
事

項
に
つ
い

て
も

記
入

す
る
こ
と
。）

 

①
 

維
持
管
理
助
成
の
位
置
付
け
（

例
：

条
例

，
要
綱

等
）

 

②
 

維
持
管
理
助
成
の
対
象
（
例
：

浄
化

槽
，

国
庫
補

助
に
よ
る

浄
化

槽
の

み
）

 

 
 

 
 
助
成
対
象
の
経
費
（
例
：
法
定
検

査
費

，
清
掃
費

，
一

定
額

）
 

 
 

 
 
助
成
の
期
間
（
例
：
設
置
後
３
年

）
 

 
 

 
 
助
成
費
の
支
払
い
方
法
（
例
：

維
持
管

理
組
合
（

協
議

会
）

を
通
じ

て
交
付
）

 

 
 
 
 
 
 
 
 

平
成
２
１
年
度
の
助
成

費
の

決
算
見
込

み
額

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

助
成
基

数
 
 
件
 
 
 
 

 
 
 

千
円

 

 
 
イ

．
維
持
管
理
に
関
す
る
組
織

 
 
 

 
 

有
 
 
・

 
 

○
無
 

 
・

 
 
検
討

中
 

 
 
 
 
 
 

（
該
当
す
る
も
の
に
丸
を

つ
け
，

有
の
場
合

は
，

①
～

⑤
の
事

項
に
つ
い

て
も

記
入

す
る
こ
と
。）

 

①
 

維
持
管
理
組
織
の
名
称

 

 
 

 
 
②
 

設
立
年
月
 
 
 
 
 
年

 
 
 
 
 
月

 

 
 

 
 
③
 

設
立
根
拠
（
例
：
規
約
等

）
 

④
 

組
織
の
単
位
（
市
町
村
単
位

，
地
区

単
位
，

集
落
単
位

等
）

 

⑤
 

活
動
内
容

 

 
・
保
守
点
検
，
清
掃
，
法
定
検

査
の
契

約
等
の

代
行
 
 
 

有
 
・

 
○
無

 

・
普
及
啓
発
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

有
 
・
 

○
無

 

・
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
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